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無線式列車制御システムの開発
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１．背景

人口減や高齢化により生産年齢人口（働き手）が減少

特に地方の鉄道事業者において
鉄道運営や施設維持管理の効率化・省力化

Key Point

地域の人口減少等による事業環境の悪化

地方鉄道の課題について複数の地方鉄道事業者にヒアリング
を行った結果、フィールド機器の故障対応や保守メンテナンス
への負担が大きいことが挙げられた。
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１．背景

フィールド機器を削減して故障を減らすことを考え、無線等を活用した地方鉄
道向けの運転保安システムを開発し、効率化ならびに省力化を行うことで、
永続的な地方鉄道の運営に寄与することができる。

機器削減＆ケーブルレスによる施設システム簡素化
無線伝送＋車上位置検知技術の導入
機器削減・更新により維持費、メンテナンスコスト削減
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２．開発工程

まずは前回の技術評価検討会の振り返りを行い、令和３年度の進捗を報告する。
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令和
元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和５年度~
3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

仕様
具体化

標準部品
製作

無線試験

安全性検証(机上)

機器設計

車上設置工事①（準備工事含む）

製作

工場内試験

現車試
験①

ﾓﾆﾀﾗﾝ

地上設計 地上設置工事①

実用化への
改良

普及

実
用
化

安全性検証(実機)①

令和元年度 ：現状システムの調査と仕様の具体化を行う。成果物はシステム概要書など
令和２年度 ：試験導入に向けたシステム検討・機器製作を行う。成果物はシステム機能仕様書など
令和３年度 ：３駅１編成での試験・安全性検証を行う。成果物は試験・検証報告書など
令和４年度 ：５駅２編成での試験・安全性検証を行う。成果物は試験・検証報告書など

現車試験②

安全性検証(実機)②

地上設置
工事②

車上設置
工事②

ｼｽﾃﾑ
調査

システム検討

完

了



３．前回の技術評価検討会

令和３年３月に行われた「第３回 地方鉄道向け無線式列車制御システム技

術評価検討会」で頂いたご意見として、以下のようなものがあった。

※実証試験に関わるご意見は前々回のものも掲載
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○実証試験

・在線位置を無線にすることにより、列車検知の境界が曖昧になると思う。軌道回
路と無線の場合の列車検知の精度の差を実証試験で確認して欲しい。

→安全性を担保するための在線位置のマージンがてっ査の制御やシステム全体
の動作、運用・保守にどういう影響を与えるか、実証試験で確認させて頂きます。

・地方鉄道で使用されている速度発電機(TG)は、都市部で使用されているTGに対
して精度が低い場合が多い。そういったTGをそのまま使えるのかなど、TGに必
要となる機能や性能を整理して欲しい。

→実証試験の結果をもとに整理させて頂きます。



３．前回の技術評価検討会

○実証試験

・実証試験は専用無線で実施する構成になっているが、一部だけでも4Gを使用し
て試験が出来たりしないか。

→機器の改造、工程、費用等を検討の上、再来年度に実施可能か確認させてい
ただきます。＜年度末回答予定＞
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○安全性

・これまでのシステムとしての安全性評価は主に事業者が受けるものであったので
問題にならなかったが、今回、直接参加している事業者がいないため、施工標準の
数字の意味・理由についてはきちんと整理して、事業者が本来の意図と異なる数値
を設定しないようにする必要がある。

→伊豆箱根殿とシステムの運用の整理を進めますので、数字の意味・理由につい
ても整理しながら進めさせていただきます。



４．令和３年度（前半）の進捗

４．１ 「システム検討」について
・「理想とするシステム構成」について（振り返り）

４．２ 「今年度の試験」について
・ 社内で確認する内容について

４．３ 「現車試験」について
・基本的な考え方と確認する内容について

４．４ 「準備工事」について
・車上と地上の現地確認等の状況について
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TG2

A駅機器室

中央指令

４．１．システム検討
４．１．１．理想とするシステム構成（概要）

理想とするシステム

列車1

中央処理装置

列車2 B駅

A駅

端末制御装置

現場機器へ
（転てつ器等）

踏切制御装置

公衆無線通信によるシステム

表示器
(車内信号) EB

警報器

車上装置構成

⇒地上装置を減らすことで維持費、メンテナンス費を削減する
⇒点制御からパターン制御になることにより、安全性が向上する

運行管理
機能

無線（公衆：5G,4G、汎用)

マーカー

無線（キロヘルツ帯)

↑絶対位置情報

軌道回路レス

信号機レス

連動論理
削除

列車検知装置レス

地上子削減

在線管理
機能

転てつ制御・
踏切制御機能
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マーカー

踏切

無線機

凡例

制御部(ATS)

速度検知機能

位置検知機能

速度照査機能

パターン制御

TG

今回の試験はTGを使用するが、
これに限るものではない

TG



駅

４．１．システム検討
４．１．２．装置間通信①

「5Gの鉄道活用に向けた検討」の報告書より

●5Gのみならず、4G回線（但し線区の条件等による）を含めて、
鉄道の保安通信用途や信号保安用途に公衆無線通信サービスを活用することに問題はない

●線区の重要度等を勘案し、鉄道事業者がシステム全体としての要求レベルを設定する場合がある

(一財)日本鉄道電気技術協会 2020年2月発行

駅機器室

列車

駅

現場機器へ
（転てつ機等）

踏切制御装置

駅機器室

列車

端末制御装置

現場機器へ
（転てつ機等） 踏切制御装置

中央指令

中央処理装置

連動装置

列車検知装置
(軌道回路)

隣駅 連動装置へ

既存のシステムにおける装置間通信 理想とするシステムにおける装置間通信

導入コストやメンテナンス等を考慮すると、装置間の通信を公衆無線通信とすることが理想と考える。
⇒地方交通線の実状に合わせた要求レベル（通信品質、遅延時間等）の設定が必要となる。

有線通信 公衆無線通信

列車検知機能
(速度発電機＋
車上位置検測)

地上子

踏切用列車検知装置
（踏切制御子など）
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４．１．システム検討
４．１．２．装置間通信②

駅

駅機器室

列車

駅処理装置

現場機器へ
（転てつ機等）

踏切制御装置

専用無線公衆無線

専用無線通信
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駅

駅機器室

列車

端末制御装置

現場機器へ
（転てつ機等） 踏切制御装置

中央指令

中央処理装置

例：4G、5G

項目 公衆無線 専用無線（免許不要）

通信品質 ○ 線区による ○ 同帯域を使用する機器が多い

遅延時間 ○ ベストエフォート ◎ 専用のため上限を規定可能

セキュリティ(通信レイヤ) ◎ VPNなどを使用すれば高い ◎ 専用の通信方式であれば高い

〃 (アプリレイヤ) ◎ 電文内容の合理性チェック

保守 ◎ 二次対応は通信会社が行う ○ 二次対応も事業者の場合が多い

異常時の対応 ○ 複数通信会社の切替等で対応※ ○ 事業者が機器交換等で対応可能

例：2.4GHz帯無線機

※複数通信会社が共同で利用する設備の故障などについては、対応策の整理が必要 （「5Gの鉄道活用に向けた検討」報告書より）



A駅機器室

中央指令

４．１．システム検討
４．１．３．閉そく管理・ルート設定

既存のシステムにおける閉そく管理

列車

中央処理装置

列車

A駅A駅

⇒連動論理の中央集約により、線区全体の一括ルート設定が可能
・駅間の閉そく管理を行うための方向条件の授受が不要になる
・中央処理装置の1か所で線区全体のルート設定・管理が可能

→運転要員に対するコスト削減が可能となる。

運行管理
機能

在線管理
機能

ZB

連動装置

転てつ器

駅機器室

端末制御
装置

転てつ器

←
制

御
情

報

表
示

情
報

→

列車検知
装置

←
在

線
情

報

列車位置情報で
在線を管理する

理想とするシステムにおける閉そく管理

軌道回路で
在線を管理する

中央処理装置に
機能を集約する
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転てつ制御・
踏切制御機能

隣駅 連動装置へ
（方向条件など）

B駅機器室

連動装置

B駅 B駅

列車



４．１．システム検討
４．１．４．ATS機能

既存のシステムにおけるATS

列車1 列車2

B駅A駅

地上子

①車上装置は
マーカー（地上子など）
から絶対位置を把握

列車1 列車2

B駅
A駅

マーカー

在線情報に従って、
連動装置が信号を制御し、

地上子で車上に進行／停止を送信

理想とするシステムにおけるATS

中央処理装置

③停止点
地上装置は在線状況から

列車停止位置を把握

⑤信号パターン
車上装置は受信した

走行可能地点に応じた
パターンを作成

進行

停止
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④列車停止位置
地上装置で計算した

走行可能地点を
車上装置へ送信

②列車位置情報
車上装置は絶対位置からの

走行距離を地上へ送信

踏切パターン 信号パターン

⑥踏切がある場合は信号パターン
＋踏切パターンも作成する



４．１．システム検討
４．１．５ システム仕様の深度化

昨年度、本開発の終了時に実用化レベルに到達できるよう、伊豆箱根鉄道殿で行う実証
試験の構成を深度化したが、今年度は現車試験を実施できるようにシステムの更なる検
討を行った。

工場内試験、現車試験と安全性評価により検討結果の妥当性を検証し、来年度、理想シ
ステムへ適用する場合の一般化を実施する。
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■列車位置検知精度

■駅中間における制御

■データベースの構造



４．２．今年度の試験について
４．２．１ 試験の考え方
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工場内試験・現車試験により、システム仕様書、安全性評価の結果を実現できていること
を確認する。現車試験では、工場内試験で確認できない、現車での位置検知精度、無線通
信品質、連動装置とのIF（タイミング）などを確認することが目的となる。

1.構想

2.システムの定義
及び適用条件

4.システム要求事項

6.設計及び実装
（実証試験段階）

7.製造

8.据付

10.システムの受入れ

11.運転及び保守

14.使用停止及び処分

12.性能監視 13.改修及び更新

5.システム要求事項
の割当

9.システムの
妥当性確認

第三者による安全性評価
を受ける（令和３年度）

≪今回実施する安全性評価とシステムライフサイクルとの対応≫

3.リスクの分析

第三者による安全性評価
を受けた（令和２年度）

第2回評価検討会の範囲

●試験項目（工場内、現車）
●工場内試験結果
●現車試験結果

（車上１編成、地上３駅）



４．２．今年度の試験について
４．２．１ 試験の考え方
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■試験の十分性について
①システム仕様書、安全性評価資料をエクセルに展開し、全ての項目について試験項目と
の対応を確認することで必要な試験を網羅できていると考える。
※分割/併合（システムとして非対応）、既設の連動装置は試験対象外

②データベースについては全てのデータに対して試験を実施する。線形やIDの紐づけなど
「特性」として入力している内容は工場内試験で確認し、設備キロ程などの「値」や連動
との入出力などの「既設設備とのIF」は工場内と現地の両方で確認することで、データの
妥当性を確認する。

■インプット
・システム仕様書
・安全性評価資料

■インプット２
・車両性能
・連動図表
・地上設備キロ程

■アウトプット
・試験項目（システム）

■対象外
・分割 / 併合
・連動装置

■工場内試験
・線形

・IDの紐づけ

■工場内＆現地
・設備キロ程

・既設設備IF



４．２．今年度の試験について
４．２．１ 試験の考え方
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■試験判定基準の妥当性について
①システム仕様書や安全性評価資料で定められているとおりの動作となること。

②区間在線リレー(※)の落下タイミングや在線範囲などの値については、安全側の動作に
なること。現地試験の結果が想定する最大/最小値の範囲に収まること。
※区間在線リレー：地上装置が列車の在線範囲に応じて落下/扛上させる軌道リレー相当のリレーのこと

例：区間在線リレー → 既設列車検知装置の軌道リレーより早く落下、遅く扛上
例：在線範囲 → 在線範囲の中に編成の先頭から終端までが含まれること

③無線通信関係のタイミングや位置検知精度については②だけでなく、複数回の走行で値
の分布を確認する。（後述）

通信可能範囲

車上
制御装置

通信
範囲外

軌道境界

区間在線リレーと軌道リレーの
落下/扛上タイミングの差を検証

在線範囲

駅処理装置



４．３．現車試験
４．３．１ 現車試験区間について
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令和３年度は車上１編成、地上３駅で現車試験を実施する。
また、令和４年度の車上１編成、地上２駅追加工事に向けて、準備工事を実施する。

列車1

小田原 五百羅漢 相模沼田 和田河原 大雄山

令和３年度 現車試験区間

令和４年度 現車試験・モニタラン区間（全線）

令和３年度 工事準備区間

列車2
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通信
範囲外

通信可能範囲

①車上制御装置は常に
自列車位置を計算

車上
制御装置

曲線速度制限

列車保安制御パターン

進路未開通

②車上制御装置は車上DBを基
に速度制限パターン、信号パ
ターン（停止）を作成

③車上制御装置は駅処理装置からの情
報を基に信号パターンを更新

制限
速度 通信

範囲外

現車試験で確認する機能の例

④駅処理装置は列車からの情
報を元に在線範囲を計算

地上設備を減らすため、線路や設備の情報（線形、キロ程、速度制限パターン）を
データベース（以降、DB）として構築し、その情報を参照して列車制御を実現している。
したがって、DBの正当性を確認しないと、システムとして正しく動作するかを判定できない。
特に位置に関わるデータは現車試験での確認が重要である。

４．３．現車試験
４．３．２ 確認する内容について

駅処理装置



項目
令和３年度

4月 5月 6月 7月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

試験内容検討 現車試験
（前期）

工場内試験

試験 現車試験
（後期）

①現車試験を前期（11月～12月）、後期（2月～3月）に分け、
前期でDBの正当性や車両インタフェースなど車上装置の単体動作を確認する。

②確認した結果をフィードバックして、必要により改修および工場内試験をやり直してから、
後期の現車試験で無線通信状況やシステムとしての動作を確認する。

４．３．現車試験
４．３．３ 試験時期について
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４．３．現車試験
４．３．４ 試験項目（前期）
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令和３年度試験項目（前期：個々の装置の動作確認）

分類 内容 備考

車上装置 車両インタフェース確認

応動試験（電文）

データベース 線路情報（キロ程、軌道境界、分岐）

設備情報（設置位置）

地上子情報（設置位置、電文）

車両性能 速度発電機（低速での距離精度・速度精度）

車両性能（加速度、減速度）

※各試験項目については後半で説明します



４．３．現車試験
４．３．５ 試験項目（後期）
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令和３年度試験項目（後期①：システムの動作確認）

分類 内容 備考

基本動作 大雄山駅⇔相模沼田駅の走行 進行現示、停止現示

大雄山駅での折り返し

滞泊からの出発（大雄山駅）

入換モードの動作（大雄山駅） 番線変更

システムへの進入/進出（大雄山駅）
滞泊からの出発（中間駅）

入換モードの動作（中間駅） 番線変更



４．３．現車試験
４．３．５ 試験項目（後期）
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令和３年度試験項目（後期②：システムの動作確認）

分類 内容 備考

安全性に関わる内容 無線通信異常（必須区間、駅中間）

速度照査パターン超過時の動作

滞泊からの誤出発

地上装置起動時の動作

地上装置故障時の動作

駅間通信異常

空転・滑走時の在線範囲 ※工場内での確認が基本

無線通信試験 無線通信状況

通信必須区間での安定性

ハンドオーバー処理

伝送遅延時間

現地特有 列車位置検知精度

軌道回路との動作タイミングの差



４．３．現車試験
４．３．６ 試験項目（令和４年度）
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令和４年度以降の試験項目（抜粋） ※令和３年度 安全性評価対象

分類 内容 備考

基本動作 大雄山駅⇔小田原駅の走行 進行現示、停止現示

大雄山駅での折り返し（2編成）
中間駅でのすれ違い

先行列車ありの走行

踏切制御

安全性に関わる内容 無線通信異常（必須区間、駅中間） 同じ駅に2編成在線
滞泊⇒誤出発 同じ駅に2編成在線
地上装置起動時/故障時の動作 同じ駅に2編成在線
駅間通信異常 到着駅に1編成在線

現地特有 列車検知精度 TGや車輪径の違い
無線通信環境 折返し、すれ違い

連動装置とのIF（タイミング） 同じ駅に2編成在線
課題発生時の再試験 課題発生時の対策確認 必要に応じて実施

モニタラン 長期動作試験

赤字：令和３年度との差分



４．４．準備工事

■車両へのアンテナ取付

本年度現車試験を実施する5506編成について、
アンテナの取付工事を実施した。
アンテナ取付後に無線試験を実施し、
正常に取付が出来ていることを確認した。

■連動改修前の現地調査

連動改修に向け、現地の連動調査を実施した。

■今後の予定

地上子の取付＜実施中＞

25

アンテナ取付後の無線試験



５．開発工程（再掲）

次回（年度末）の技術評価検討会では、現車試験と安全性検証の結果を報告させて頂きます。

26

令和
元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和５年度~
3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

仕様
具体化

標準部品
製作

無線試験

安全性検証(机上)

機器設計

車上設置工事①（準備工事含む）

製作

工場内試験

現車試
験①

ﾓﾆﾀﾗﾝ

地上設計 地上設置工事①

実用化への
改良

普及

実
用
化

安全性検証(実機)①

令和元年度 ：現状システムの調査と仕様の具体化を行う。成果物はシステム概要書など
令和２年度 ：試験導入に向けたシステム検討・機器製作を行う。成果物はシステム機能仕様書など
令和３年度 ：３駅１編成での試験・安全性検証を行う。成果物は試験・検証報告書など
令和４年度 ：５駅２編成での試験・安全性検証を行う。成果物は試験・検証報告書など

現車試験②

安全性検証(実機)②

地上設置
工事②

車上設置
工事②

ｼｽﾃﾑ
調査

システム検討

完

了



６．今後の展望と期待される波及効果
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項番1～6から必要な機能を
選択してシステム構築可能

項番 内容 備考

０ ①車上位置検知機能
②無線を利用した列車検知

令和３年度に現車試験（導入前提）

１ 連続速度照査式（パターン式）ATS 令和３年度に現車試験（導入前提）

２ 信号現示の車内点灯化 令和３年度に現車試験（試験のみ）

３ 車上検測機能 令和４年度に現車試験（試験のみ）

４ 無線による踏切制御 令和４年度に現車試験（試験のみ）

５ 全線在線管理による連動機能の集約化 オプション（将来構想）

６ 自動運転 オプション（将来構想）

事業者の要望に合った
最適なシステムを導入しやすく
地方鉄道の維持発展に寄与



ご清聴ありがとうございました

本技術開発を行うことにより、鉄道の運営や施設の維持管理の効
率化・省力化を可能とし、利用者の利便性の向上にも資する鉄道分
野での生産性革命を進めることに寄与していければと考えています

28



地方鉄道向け
無線式列車制御システムの開発
現車試験の試験項目について

日本信号株式会社

2021年11月2日

資料５
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４．今後の展望と期待される波及効果
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１．試験項目（全体）
１．１ 試験項目（前期） 【再掲】

3

令和３年度試験項目（前期：個々の装置の動作確認）

分類 内容 備考

車上装置 車両インタフェース確認

応動試験（電文）

データベース 線路情報（キロ程、軌道境界、分岐）

設備情報（設置位置）

地上子情報（設置位置、電文）

車両性能 速度発電機（低速での距離精度・速度精度）

車両性能（加速度、減速度）



１．試験項目（全体）
１．２ 試験項目（後期） 【再掲】

4

令和３年度試験項目（後期①：システムの動作確認）

分類 内容 備考

基本動作 大雄山駅⇔相模沼田駅の走行 進行現示、停止現示

大雄山駅での折り返し

滞泊からの出発（大雄山駅）

入換モードの動作（大雄山駅） 番線変更

システムへの進入/進出（大雄山駅）
滞泊からの出発（中間駅）

入換モードの動作（中間駅） 番線変更



１．試験項目（全体）
１．２ 試験項目（後期） 【再掲】

5

令和３年度試験項目（後期②：システムの動作確認）

分類 内容 備考

安全性に関わる内容 無線通信異常（必須区間、駅中間）

速度照査パターン超過時の動作

滞泊からの誤出発

地上装置起動時の動作

地上装置故障時の動作

駅間通信異常

空転・滑走時の在線範囲 ※工場内での確認が基本

無線通信試験 無線通信状況

通信必須区間での安定性

ハンドオーバー処理

伝送遅延時間

現地特有 列車位置検知精度

軌道回路との動作タイミングの差
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■走行試験/折返し
大雄山～相模沼田の区間で列車を走行させ、以下を確認する。
①列車位置、在線範囲の認識が正しいこと （※空転・滑走時を含む）
②信号パターン、速度制限パターンが正しく発生/消去すること
③区間在線リレーを正しく落下/扛上すること

※区間在線リレー：地上装置が列車の在線範囲に応じて落下/扛上させる軌道リレー相当のリレーのこと

④駅間での無線の再接続が正しく行えること
※駅中間での車上装置再起動時の動作など

⑤駅間での列車情報の受け渡しが正しく行えること
⑥大雄山駅での折り返しが行えること

車上
制御装置

通信
範囲外

２．試験項目（詳細）
２．１ 基本動作

①列車位置・在線範囲

②信号パターン
速度制限パターン

③区間在線リレーの落下/扛上

通信可能範囲

④無線の再接続

⑤駅間での列車情報

駅処理装置
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■滞泊からの出発 / 誤出発
滞泊で車上装置が列車位置を忘れた状態にし、出発信号機の現示が「進行」の場合、
「停止」の場合、それぞれで正しい動作になるか確認する。

車上
制御装置

通信
範囲外

２．試験項目（詳細）
２．１ 基本動作

①中間駅での滞泊により、車
上装置は列車位置を忘れる
頭打ちパターン発生

②地上装置は列車位置を覚え
ているので、車上装置に前
方の信号機の現示を送信

④【進行現示】
進行現示でDBからの信号
パターンを消去し、走行で
きること
【停止現示：誤出発】
信号パターンで非常ブレー
キが動作し、接触限界まで
に停車すること

③低速で列車出発。地上子
受信で位置を認識し、頭
打ちパターン消去

通信可能範囲

駅処理装置
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■入換とシステムへの進入/進出
大雄山駅で列車を走行させ、以下を確認する。
①入換動作が正しく行えること
②システム外（留置線）への進出が正しく行えること
③システム外（留置線）からの進入が正しく行えること

２．試験項目（詳細）
２．１ 基本動作

①入換動作
②システム外への進出

留置線（システム外）

車上
制御装置

車上
制御装置

①入換動作
③システム外からの進入

入換信号機

大雄山駅線形
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■安全性に関わる内容
①無線通信異常時の動作

【必須区間】車上：非常ブレーキ、地上：停止点まで在線範囲拡張
【駅中間】 車上：影響なし、地上：列車速度・最大加速度に応じて在線範囲拡張

②速度照査パターン超過
車上：非常ブレーキ

③地上装置起動時の動作
担当する全区間に進入禁止を設定し、区間在線リレーの落下を保持する
人間が手動で進入禁止を解除

車上
制御装置

２．試験項目（詳細）
２．２ 安全性に関わる内容

①無線通信異常
（必須区間）

③地上装置起動時

通信可能範囲

車上
制御装置

通信
範囲外

①無線通信異常
（駅中間）

車上
制御装置

②速度照査パターン超過

通信必須区間

駅処理装置
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■安全性に関わる内容
④地上装置故障時の動作

担当する全区間の区間在線リレーを落下する
再起動にて復旧

⑤駅間通信異常
駅中間の区間在線リレーを落下する

車上
制御装置

２．試験項目（詳細）
２．２ 安全性に関わる内容

④地上装置故障時

通信可能範囲

通信
範囲外

⑤駅間通信異常

駅処理装置
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本システムの安定動作には無線通信区間での無線通信の安定性が必須となるため、
以下の項目で無線通信の安定性を確認する。

①無線通信状況
無線DBどおりの無線機と正常に接続できること

②無線通信必須区間での安定性
無線通信必須区間でのフレームエラーレート（FER）を測定し、無線通信の安定性を確認する。

③ハンドオーバー処理
同一制御エリア内の無線機ハンドオーバーにおける再接続時間を確認する。
判定値：再接続時間＝2s以内

２．試験項目（詳細）
２．３ 無線通信試験について

④伝送遅延時間
→次ページ

通信可能範囲

車上
制御装置

通信
範囲外

ハンドオーバー

※駅間の列車情報の受け渡しは
有線で伝送する

駅処理装置
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④伝送遅延時間
駅処理装置が制御情報を送信してから、車上から位置情報を受信するまでの時間を計測する。
判定値：2s以内
また、遅延時間のばらつき（標準偏差）を確認する。

車上
制御装置

駅処理
装置

無線制御
装置

無線制御
装置

無線機

無線機

t1

時刻

t2

ばらつき（標準偏差）

0s 0.5s 1s 1.5s 2s 遅延時間

回数

■ばらつきの要因
①送信周期・処理周期に対する受信タイミング

２．試験項目（詳細）
２．３ 無線通信試験について
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通信可能範囲

車上
制御装置

通信
範囲外

①列車位置検知精度（車上）
車上装置は電文地上子を基準に列車位置を認識している。
車上装置が認識した地上子間の距離を実際の距離と比較し、車上の列車位置検知精度を確認する。

■地上子設置箇所
①通信可能範囲境界付近 ②場内信号機直下 ③出発信号機直下

■位置検知精度
車上装置の認識する地上子間の距離が実測値±5%の範囲に入ること ※空転・滑走時を除く
空転・滑走時は拡大させた在線範囲に実際の列車が含まれること

２．試験項目（詳細）
２．４ 現地特有の試験について

230～300m

900～2600m

240～270m
列車保安制御パターン
（DBから発生）

駅処理装置
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①列車位置検知精度（車上）
車上装置が認識した地上子間の距離は、実測値に対して「静的なずれ」と「動的なずれ」を持つた
め、それぞれの値とその要因を評価する。
※静的→走行によらず固定的と想定されるもの
動的→走行毎に変動的と想定されるもの

■静的なずれの要因
①データベースのずれ
②地上子の応動距離
③車輪径のずれ

■動的なずれの要因
①地上子結合時の列車速度
②地上子結合時の車上子高さ
③処理周期に対する受信タイミング

※空転・滑走時のデータの評価は実際の
試験結果を踏まえ、評価方法を検討する。

■静的なずれ
実測値－平均値

■動的なずれ
ばらつき（標準偏差）

-4m -2m 0m 2m 4m 距離誤差

回数

２．試験項目（詳細）
２．４ 現地特有の試験について
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②列車位置検知精度（地上）
駅処理装置は車上から受信した列車位置を基準に列車位置を認識している。
従来の軌道リレーと区間在線リレーの動作タイミングで駅処理装置が認識した列車位置を実際の列
車位置と比較し、地上の列車位置検知精度を確認する。
■比較箇所
①場内進入 ②てっ査区間進出 ③駅出発 ④駅間進出 ⑤中間（参考）

■位置検知精度
駅処理装置の在線判定から軌道回路の在線判定までの時間が以下の時間であること
①③3s以内 ②5s以内 ④6s以内 ※距離に換算しての評価も実施する

通信可能範囲

車上
制御装置

列車保安制御パターン
通信

範囲外

①→

→②
進出

③→ ④→

⑤→

軌道境界

（DBから発生）

２．試験項目（詳細）
２．４ 現地特有の試験について

駅処理装置
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②列車位置検知精度（地上）

車上と同様に実測値に対して「静的なずれ」と「動的なずれ」の値とその要因を評価する。

■静的なずれの要因
①車上位置検知の静的なずれ
②データベースのずれ（軌道境界）
③伝送遅延（確定値）

■動的なずれの要因
①車上位置検知の動的なずれ
②車上位置伝送時の列車速度
③伝送遅延（変動値）
④処理周期に対する受信タイミング

■静的なずれ
実測値－平均値

■動的なずれ
ばらつき（標準偏差）

-4s -2s 0s 2s 4s 時間誤差

回数

２．試験項目（詳細）
２．４ 現地特有の試験について



３．試験項目（令和４年度）
３．１ 試験項目（詳細） 【再掲】
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令和４年度以降の試験項目（抜粋） ※令和３年度 安全性評価対象

分類 内容 備考

基本動作 大雄山駅⇔小田原駅の走行 進行現示、停止現示

大雄山駅での折り返し（2編成）
中間駅でのすれ違い

先行列車ありの走行

踏切制御

安全性に関わる内容 無線通信異常（必須区間、駅中間） 同じ駅に2編成在線
滞泊⇒誤出発 同じ駅に2編成在線
地上装置起動時/故障時の動作 同じ駅に2編成在線
駅間通信異常 到着駅に1編成在線

現地特有 列車検知精度 TGや車輪径の違い
無線通信環境 折返し、すれ違い

連動装置とのIF（タイミング） 同じ駅に2編成在線
課題発生時の再試験 課題発生時の対策確認 必要に応じて実施

モニタラン 長期動作試験

赤字：令和３年度との差分



４．今後の展望と期待される波及効果
【再掲】
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項番1～6から必要な機能を
選択してシステム構築可能

項番 内容 備考

０ ①車上位置検知機能
②無線を利用した列車検知

令和３年度に現車試験（導入前提）

１ 連続速度照査式（パターン式）ATS 令和３年度に現車試験（導入前提）

２ 信号現示の車内点灯化 令和３年度に現車試験（試験のみ）

３ 車上検測機能 令和４年度に現車試験（試験のみ）

４ 無線による踏切制御 令和４年度に現車試験（試験のみ）

５ 全線在線管理による連動機能の集約化 オプション（将来構想）

６ 自動運転 オプション（将来構想）

事業者の要望に合った
最適なシステムを導入しやすく
地方鉄道の維持発展に寄与



ご清聴ありがとうございました

本技術開発を行うことにより、鉄道の運営や施設の維持管理の効
率化・省力化を可能とし、利用者の利便性の向上にも資する鉄道分
野での生産性革命を進めることに寄与していければと考えています
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